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補助金評価概要

H21

H26

H26

H27

S48

S61

H21

H2

災害対策関係費

農業振興関係費

保育所等児童運営費

1 安心安全課

避難所運営協議会補助金

農産物地域ブランド化推進事
業補助金

5 環境政策課

7 下水道課

8 下水道課

4 児童青少年課

小規模保育整備事業補助金

保存樹木等剪定助成金

緑のまち推進補助金

雨水貯留槽設置助成金

雨水浸透ます設置助成金

特別支援学級児童通学支援事
業補助金

新設保育園整備事業

自然保護費

緑化推進

管渠維持管理費

管渠維持管理費

就学事務費

30年度
予算額

（千円）
所管課評価（今後の方針・取組・改善策）№ 所管課 交付目的

事業名 補助
開始
年度

31年度
予算案

（千円）

3

　避難所運営協議会が事業を行う際，その
事業に要する経費の一部を補助することに
より，自主防災活動の推進を図り，もって
市民の防災行動力の向上に寄与すること。

390

　平成27年度から実施している避難所運営協議会を中心とした避難所一
斉開設・運営訓練は，実践的かつ先進的な取組である。協議会からは，
学校・児童・生徒・保護者との連携，発災から数日後を想定した避難所
運営訓練の提案があるなど，意欲的に活動を行っている。今後も，防災
に効果的な自助・共助を促進するため，避難所運営協議会補助金を継続
することが望ましい。

　待機児解消を目的とし保育所整備を促進
するため，保育事業者が狛江市内の賃貸物
件を用いて新たに施設整備を行う際の賃借
料及び改修費等について補助を行う。

0

　改修等については，都制度の「賃貸物件による保育所整備事業補助金
交付要綱」と，国制度の「賃貸物件による保育所改修費等支援事業補助
金交付要綱」があるが，当該，都制度に比べ，国制度は基準額の規定が
あるものの，補助率が高く，事業者及び市に有利なため，平成29年度以
降，賃貸物件による整備は，国制度にて施設整備を進めている。
　また，賃借料についても，同様の理由により，国制度の「保育所等賃
借料補助事業補助金交付要綱」により補助を行っている。

　農産物地域ブランド化推進事業として，
農業生産工程管理に取り組む市内の農業者
に対し補助金を交付し，もって市内産農産
物の地域ブランド化を推進し，その確立に
寄与することを目的とする。

1,250

　狛江市産農産物のブランド化推進施策の一環として支援し、認知度向
上に寄与した。スーパー等で大量の野菜が販売されているが、市内の農
家で安全性の高い、良質な野菜を栽培し提供することは消費者のニーズ
に合致しているため支援の必要性は非常に高いと考える。

児童青少年課

2 地域活性課
継
続

　より多くの農業者が農業生産工程
管理に取り組むことができるような
支援のあり方について検討していた
だきたい。

■

廃
止

賃貸物件による保育所整備事
業補助金

390

1,250

●

廃
止

　小規模保育事業施設を整備する予
定がないため，廃止とする。

■

　来年度に策定する「緑の基本計
画」を踏まえて制度内容について検
討していただきたい。

　木造住宅の耐震化を進めるため，
国庫補助金に加え，都補助金を活用
することにより，助成限度額の引上
げを行う。

　保存樹木等の管理に必要な経費の一部を
助成することによって，保存樹木等の保全
を図り，市民の快適な生活環境を守ること
を目的とする。

600

　市内の貴重な緑を守るために保存樹木を残すことは必要であるが，そ
の一方で高木化・老木化した保存樹木の倒木・枝折れの被害が発生して
いる。そのため，樹木の適切な管理を促せるよう，補助制度の周知の徹
底や補助金交付限度額の引上げを検討する必要がある。

　昨年度に補助要件の緩和等をして
いるが申請件数が増えていないた
め，引続き周知に努めるとともに，
来年度に策定する「緑の基本計画」
を踏まえて制度内容について検討し
ていただきたい。

　当該，都制度に比べ，国制度の方
が，事業者及び市に有利なため、廃
止とする。

■

　待機児解消を目的とし保育所整備を促進
するため，保育事業者が狛江市内に小規模
保育事業施設の整備を行う際の整備費につ
いて補助を行う。

0
　認可保育所による待機児解消を進めており，今後，小規模保育事業施
設を整備する予定はない。

継
続

0

0

600

　行財政改革推進本部検討結果 計画との関連性

　補助対象者の拡大（三小あおば学
級への対応）については，今後の在
籍児童の状況を踏まえて検討するこ
と。

●

●

●

継
続

継
続

継
続

●

継
続

■

10 学校教育課
　通学区域外から特別支援学級に通学する
児童の通学時における安全確保及び保護者
負担の軽減を図ることを目的とする。

327
　引き続き同補助金を交付するとともに，平成30年度に設置した第三小
学校あおば学級にも対応できるよう要綱を整備する。

継
続

H26

3,510

　狛江市下水道総合計画では毎年50基の補助申請を計画しているが，実
績は毎年50基を大きく下回っている。地下水，湧水その他自然的環境の
保全及び治水対策を進めるためにも今後も実施していくことが必要であ
るため，イベント等での周知をさらに実施し，申請の増加に繋げてい
く。なお，平成30年度は９月末日現在，申請件数４件となっており，既
に昨年度の申請件数と同数となっている。

9 まちづくり推進課

住宅耐震診断等助成
　木造住宅及び木造集合住宅について，耐
震改修を実施する者に対し，改修に要する
費用の一部を助成することにより，市民の
生活基盤である住宅の安全性を高め，もっ
て災害に強いまちづくりを進めることを目
的とする。

H21 6,600

　木造住宅耐震改修助成金は，狛江市の耐震化の促進に効果的である。
ただ実際にかかる耐震改修工事費に対して，助成額が少額であり，耐震
改修実施件数が伸びていない。耐震診断を実施した方に対する啓発を実
施するとともに，上限額の引上げを検討したい。

見
直
し

木造住宅耐震改修助成金

9,000

343

600

　狛江市下水道総合計画では毎年15基の補助申請を計画しているが，実
績は毎年15基を大きく下回っている。雨水の有効利用を進めるためにも
今後も実施していくことが必要であるため，イベント等での周知をさら
に実施し，申請の増加に繋げていく。なお，平成30年度は９月末日現在
では，申請件数が３件となっており，既に昨年度の申請件数を越えてい
る。

　生け垣，植樹帯及び花壇の設置者に対
し，造成に必要な経費の一部を補助するこ
とにより，日常的に緑と触れ合う空間を創
出し，市民が気軽に取り組むことができる
緑化を推進して，緑豊かなまちづくりを進
めることを目的とする。

500

　生け垣等の造成により，市内の景観の向上，良好な都市環境の確保が
図れるため補助の継続は必要である。平成26・29年度に制度要件の拡
大，パンフレットの作成及び周知活動の推進を図ったが，まだ申請件数
の増加にはつながっていない。また，問い合わせは年々増えているもの
の，対象内容や補助額から申請に至らない例も多い。今年度から実施し
ている緑の基本計画の改定内容を踏まえ，補助金算出方法の見直し・補
助金額の引上げ・補助対象内容の拡大を検討する必要がある。

6 環境政策課

　雨水の有効利用のため雨水小型貯留槽を
設置する市民に対して助成金を交付するこ
とを目的とする。

　個人住宅等の雨水浸透ます施設を設置す
る費用を助成することにより，地下水，湧
水その他自然的環境の保全及び回復に資す
ること並びに治水対策を目的とする。

500

600

3,750


